
 

 

 

 

 

 

 

事業法人が本業の収益補完を図るため、あるいは余資運用の一環で収益不動産へ投資を行うケースが古

くからみられる。これらの目的に加えて、最近の事業法人による収益不動産への投資事例では、自社事業の

支援も企図するなど賃貸収益の獲得にとどまらない事例がみられる。 
 
投資目的は自社事業支援、SDGs における訴求材料、企業認知拡大など多岐にわたる 

2021年度以降に公表された事業法人による収益不動産投資事例（上場企業またはその子会社対象。物件
または開発用地を取得する事例中心）を、投資目的※1とスキームから類型化し［図表 1］、紹介する［図表 2］。 

◆賃貸収益の獲得が主目的（図表1、2 のⅠ） 

投資対象用途は冷凍冷蔵倉庫、有料老人ホームなど、多様化している（図表 2の No.1）。図表に掲載し
ていないが、自社・グループ所有不動産の活用では学生寮、データセンター、ワークスペース併設賃貸マ
ンションなどの事例もみられる。特徴的な事例としては、運用中物件の将来の収益性低下を避けるべく、資
産の入替えによって物件の若返りを図る事例（No.2）、一部フロアを自社使用する事例（No.3）が挙げられ
る。  
また、不振事業から不動産賃貸事業へ一気にポートフォリオ転換を図るべく、多数の収益不動産を所有

する不動産会社の株式を取得する事例（No.4）がみられる。 

◆商材販売・サービス提供（図表1、2 のⅡ） 

賃貸住宅向けにWi-Fiサービス提供を行う事業者が子会社を通じて賃貸マンション開発を行う不動産会
社の株式を取得し、当該不動産会社が開発する物件に通信機器を導入し物件の付加価値を高めるととも
に通信事業とのシナジー効果を見込む事例（No.6）、ネット系企業がクリエイティブオフィスを運営する不動
産会社の株式を取得し、不動産領域の DX推進を図るとともに当社グループが行うスタートアップ支援事業
とのシナジー効果を見込む事例（No.7）がみられる。図表には掲載してないが、自社・グループ所有不動産
の活用事例では百貨店が賃貸マンションを開発し、入居者に対し百貨店の各種サービスを提供する事例
や、自社クレジットカードの加入を入居条件とし各種収益源とする（入居者にもメリットあり）事例がみられる。 

◆資産回転型ビジネス展開（図表1、2 のⅢ） 

不動産に関連する事業（建物の運営、管理、リーシングなど、賃貸運用に係る事業）を展開する事業者が
収益不動産を取得（あるいは開発用地を取得のうえ建設）し、自らが組成する不動産ファンドなどに物件を
売却後も当該事業を継続受託する事例（No.8～10）がみられる。資産を膨らませずに自社事業を拡大する
資産回転型のビジネスといえる。取得物件について自社ノウハウを活かしバリューアップやテナント付けを
行うことで資産価値を高めることができればキャピタルゲインの獲得にもつながる。不動産ファンドは組成せ
ずに単に転売する事例（No.11）もみられる。ゼネコンなど建設事業者が自社施工物件を不動産ファンドに
売却する場合は工事受注も企図した資産回転型ビジネスと捉えられる（No.12、13）。 

◆SDGs における訴求材料（図表1、2 のⅣ） 

資産回転型ビジネス展開事例のうち、No.12（新築木造アパートを組み込む不動産ファンド組成）は、鉄
筋コンクリート造などと比較して環境負荷が低い木造建築物が SDGsの観点で注目されていることに着眼し
た取り組みである（No.14）。No.7（クリエイティブオフィスを運営する不動産会社の株式の取得事例）は主に
築古ビルを再生するビジネスで、新築と比較して環境負荷が小さく、当社の統合報告書で SDGsの取り組
みとして紹介されている（No.15）。投資対象用途の観点では（機関投資家の事例であるが）、認可保育所や
学生マンションなど社会的インパクトの創出が期待されるアセットを投資対象（ポジティブ・インパクト不動産
投資）※2とすることで SDGsにおける訴求材料としている（No.16）。 

◆企業の認知拡大（図表1、2 のⅤ） 

ネット系企業が駅直結の大型賃貸ビル（一部自用）を取得し、ビルおよび駅の副名称に企業名を付け、
賃貸収益の獲得とともにグループの認知拡大を企図する事例（No.17）がみられる。取得した賃貸ビルに自
社名を付ける事例は他にもあり、企業認知拡大に寄与すると考えられる。 

 

事業環境の先行き不透明感が収益不動産の活用を後押しする可能性も 

人口減少や IT進展、社会からの SDGsの要請などの経済社会構造の変化に加え、コロナをきっかけとした
消費行動の変化、供給制約の長期化など事業環境の先行き不透明感は強まっていると考えられ、事業法人に
よる収益不動産投資を後押しする可能性がある。他方、物件選定においてはこれら経済社会構造の変化によっ
て生じるテナント需要の変化※3に留意が必要と考えられる※4。 
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※1： 目的として図表1 のほか、余剰人員活用も考えられる。 
※2： 国連環境計画金融イニシアティブが提唱するポジティブ・インパクト金融原則の概念とポジティブ・インパクト不動産投資

フレームワークに整合した投資 
※3： 在宅勤務進展によるオフィスビルや住宅に対する影響等 
※4： 収益不動産投資を行う場合は収益性のほか資金調達や財務面への影響等、多角的な検討が必要 

（発行：2023 年 2 月） 

［図表1］投資目的・投資スキームによる収益不動産投資の類型化 

図表1、2の出所：各社リリース、報道記事を基に都市未来総合研究所作成 

［図表2］収益不動産の投資事例（2021年4月以降の公表事例。物件または開発用地を取得する事例中心） 

＊図表2の事例（2021年4月以降）に基づき都市未来総合研究所が区分したもので実態と異なる可能性がある。Ⅲ、Ⅴは他社連携事例なし 


